
令和８年７月２８日 

国立研究開発法人建築研究所 理事長 福山 洋 

 

 

共同研究者公募の公示 
 
 
次のとおり、共同研究応募書の提出を招請します。 

 

1. 共同研究の公募内容 

1) 共同研究の名称 

火災時を対象とした健常者と歩行困難者のインクルーシブなエレベーター避難の実装に関す

る研究－火災感知・エレベーター運行制御及び避難者の行動制御 

2) 研究目的 

本共同研究では、火災時のエレベーター避難の基準化に向け、現実的な建築物、建築設備及

びエレベーターの設計条件を踏まえ、火災感知、エレベーター運行制御及び避難者行動制御

の方法を検討する。 

3) 実施期間 共同研究協定書締結日～令和10年3月31日 

4) 共同研究者に対する条件、評価方法その他詳細は「別添１」を確認のこと。 

 

2. ヒアリング 

ヒアリングを実施する場合、下記の日程及び場所を予定している。ヒアリング実施の有無に 

ついては、公募期間終了後応募者へ連絡する。 

① 実施場所：Web 

② 実施期間：令和8年8月31日（月）から令和8年9月4日（金） 

③ ヒアリングは各者説明10 分・質疑応答10 分の計20 分程度とし、開始時間については 

後日連絡する。 

 

3. スケジュール 

1) 公募開始 令和8年7月28日（火） 

2) 公募締切 令和8年8月28日（金）17 時 

3) 審査結果の通知 令和8年9月下旬（予定） 

 

4. 共同研究応募書の作成及び記載上の留意事項 

1) 共同研究応募書の作成及び作成に用いる言語 

① 共同研究応募書の様式は「別添２」に示されるとおりとする。なお、用紙の規格はＡ４ 
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判縦使い、横書きとし、文字のサイズは10.5 ポイント以上とする。枚数の指定はない。 

② 書類の作成に用いる言語等は日本語、通貨は円、単位は日本の標準時及び計量法による 

こと。 

2) 共同研究応募書の提出方法、提出期限、問い合わせ先 

① 提出方法：電子メールにより提出すること。 

② 提出先 ：下記担当者まで提出すること。 

③ 提出期限：令和8年8月28日（金）17 時（必着） 

④ 問い合わせ先：手続きに関する不明点については下記担当者に問い合わせること。 

研究課題の内容は研究課題担当者（別添１参照）に問い合わせること。 

 

〒305-0802 茨城県つくば市立原1 番地 国立研究開発法人 建築研究所 

企画部企画調査課 調査担当 田中 宛 

TEL 029-879-0638 

E-mail a-tanaka@kenken.go.jp 

 

5. その他の留意事項 

1) 共同研究応募書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。 

2) 共同研究応募書に虚偽の記載をした場合には、共同研究応募書を無効とする。 

3) 特定されなかった場合においても、共同研究応募書を返却しない。 
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別添１ 

共同研究の概要 

 

 

１．共同研究の名称 

火災時を対象とした健常者と歩行困難者のインクルーシブなエレベーター避難の実装に関する研究

－火災感知・エレベーター運行制御及び避難者の行動制御 

 

２．共同研究の目的 

非常用エレベーターのない建築物において、火災時に自力で垂直移動ができない在館者に対する避

難手段の提供を目的とした、エレベーター避難の技術的ガイドラインの作成を目的とする。特に、本

研究では、係員による誘導により歩行困難者のみを対象としたエレベーターの避難利用を行うのでは

なく、健常者が利用する可能性も考慮したインクルーシブなエレベーター利用による避難を想定して

いる。研究の初期段階として、建築物の用途として、事務所、ホテル、集合住宅等を対象とする。 

本共同研究では、火災時のエレベーター避難の実装のガイドライン化のために必要となる、火災感

知、エレベーター運行制御、避難者の行動制御の方法に関して、現実的な建築物、建築設備、および

エレベーターの設計条件を把握した上で検討する。これを通じ、火災時のエレベーター利用避難の実

装のための技術的条件を整理し、ガイドライン案の作成につなげる。また、本共同研究の成果を実際

の建築物に実装し、普及の足掛かりとなる先行事例を創出する。 

 

３．共同研究の内容（項目及び細目） 

以下の（1）、（2）を本共同研究における必須事項とする。（3）～（5）は本共同研究の直接的

な実施事項ではないが、本共同研究の進捗状況に応じて、共同研究期間を延長して、可能な範囲で

実施することを希望している。もしくは、共同研究終了後に、共同研究者単独で（3）および（4）

を実施することでもよい。（3）～（5）は本共同研究期間中の実施を必須とはしないが、実施可能

な体制又は実施計画を有する応募者を優位に評価する。 

(1) 実際の建築物への自動火災報知設備の火災信号によるエレベーター運行制御のシステム的実装

の検証 

(2) 火災時のエレベーター利用避難のガイドライン案の作成 

(3) 実際の建築物への適用計画を立案し、外部審査機関（日本消防設備安全センターなど）による

審査を受ける 

(4) 実際の建築物への実装 

(5) (4)を実装した建築物、または、（1）の検討で利用した建築物等を利用して避難訓練を行い、

もしくは、被験者を対象とした避難実験を行い、人的誘導体制の構築やサイン表示等に関する

検討を行う。 

 

４．共同研究の実施期間 

  共同研究契約締結日～令和 10年 3月 31 日 

 

3



 

 

５．共同研究の内容及び研究の分担 

研究項目 及び 研究細目 
研究分担 工程計画 

建研 応募者 R8 年度 R9 年度 

(1) システム的実装の検討 

 

(2) ガイドライン案の作成 

 

○ 

 

◎ 

 

◎ 

 

○ 

 

→→→ 

 

→→→ 

 

→→→ 

 

→→→ 

 

研究費用の分担 

(概算) 

 建研 応募者 

R8 年度 500 千円 500 千円 

R9 年度 500 千円 500 千円 

合計 1,000 千円 1,000 千円 

（注）研究分担の欄には該当する項目及び細目の分担欄に○印をつけ、分担しない場合は－を記入

する。ただし、研究の分担に主従がある場合は、主として分担する場合は、◎印、従として分担す

る場合は、○印を記入する。 

 

６．共同研究者に対する条件、募集する共同研究者数等 

【共同研究者（公募）に対する必須条件】 

(1) 火災覚知位置に応じてエレベーター運行又はサイネージ表示を制御するシステムを構築できる技

術的知見を有する者が研究従事者として参加すること。具体的には、自動火災報知設備およびエ

レベーターに精通した設備設計者と、建築防火・避難の技術者が研究従事者として参加すること。

また、自動火災報知設備およびエレベーターについて、メーカー担当者など、実務的専門家に助

言又は情報提供を受けられる体制にあること。 

(2) 火災時のエレベーター避難に関する先駆的事例があること。 

(3) 日本消防設備安全センター等において、特殊消防用設備等の性能評価を受審し、認定を取得した

経験があること。 

(4) 検討対象とする建築物の情報（各階平面図、断面図、防火防煙区画図、自動火災報知設備の系統

図、受信機設定、感知区域等、エレベーターの制御に関する情報など）を 1 件以上提供可能であ

ること。 

※ 提供された建築物の情報は、共同研究者内での検討にのみ利用するが、技術の普及を目的

とした出版物等において、当該用途・規模の建築物の典型的な設備・エレベーター仕様の

例として使用する可能性がある。対象が特定されないよう計画等を抽象化した上での公開

とするが、その段階において改めて協議するものとする。 

(5) (4)の建築物は、以下の条件を満たすものとする。 

a) 既存の建築物であること、または建設を前提とした設計段階にある建築物であること。 

b) 事務所を中心とした建築物であること。 

c) 日常の在館者の移動に利用するエレベーターおよび自動火災報知設備を有すること。 

d) 原則として建築基準法および消防法の現行法規に適合している建築物であること。 

e) 非常用エレベーターが法定で求められない規模の建築物であること（非常用エレベーターを自

主設置していたり、地下階があることにより設置していることは差し支えない）。 

f) オフィス部分とコア廊下の間(ホテルの場合は客室と廊下の間、および集合住宅の場合は住戸
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と廊下の間)が防火区画であること。 

g) 避難に使用する階段とエレベーターが上記の防火区画された廊下に対して出入口、乗降口を有

すること。 

h) 避難に使用する階段とエレベーターの位置が近接していること（概ね、両者の入口の距離が

10 m 以下で、1か所の曲がりで到達できる位置関係であること）。 

 

【共同研究者（公募）の選定にあたり優位に評価する内容】 

(1)必須条件(2)において、非常用エレベーターでない一般エレベーターを利用した事例があること。 

(2)必須条件(3)において、避難に関する設備や、自動火災報知設備など、本研究に深く関わる内容で

の認定取得経験があること。 

(3)必須条件(5) a) において、その建築物が、応募者らが所有または管理しているものであること。 

(4)必須条件(5) b) において、事務所のほか、ホテルおよび集合住宅等の建築物の情報も提供可能で

あること。 

(5)必須条件(5) a)、b) において当該用途の建築物として典型的なプランであるもの。 

(6)本研究でまとめるガイドラインを、実際の建築物の改修等を通じて実装する意向があること（例え

ば、自社で所有・使用する建築物に対して、応募者による設計責任により、応募者等の費用負担や、

補助金が利用可能な場合に（建築研究所は費用負担をしない）実装するなど）。 

 

【参加者数】 

原則として 1 者とする。 

・ 参加者は単独の企業等でも、複数の企業等で構成されるグループでの応募も可とする。グループで

応募する場合、上記の必須条件は、グループ全体として満たしていればよいものとする。ただし、

各条件を満たす企業等及びその役割を応募書類に明記すること。 

・ グループで応募する場合は、代表企業を定めるものとする。共同研究契約及び秘密保持契約は代表

企業とのみ締結する。代表企業は、グループ構成員との調整及び契約上必要な義務の履行について

責任を負うものとする。 

・ 参加者決定にあたっては共同研究応募書に基づき審査し、必要に応じて上記の条件に照らしてヒア

リングを実施する。 

 

７．注意事項 

 本共同研究において、各者で実施する研究に係る費用については、各者で負担することとする。 

（建築研究所から共同研究者に対し、費用を支払うことはできません。） 

なお、本共同研究については、国立研究開発法人建築研究所共同研究規程に基づき行う 

ものとする。 

（共同研究規程：https://www.kenken.go.jp/japanese/research/common/pdf/kitei.pdf） 

 

９．研究内容に関する問い合わせ先 

 防火研究グループ 上席研究員 峯岸 

 TEL 029-864-6680 

 E-mail minegishi@kenken.go.jp 
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別添２ 

様式３（公募型共同研究の共同研究応募者用） 

 
文 書 番 号 

    年  月  日 
 

国立研究開発法人 

建築研究所理事長 殿 

 
 

申 請 機 関 名 

代表者役職・氏名 

住      所 

 

 
共 同 研 究 応 募 書 

 
 

国立研究開発法人建築研究所共同研究規定（施行平成２７年４月１日規程第４０号）に基づ

き、下記の共同研究に応募します。 

 
 

記 

 

１．共同研究の名称 

火災時を対象とした健常者と歩行困難者のインクルーシブなエレベーター避

難の実装に関する研究－火災感知・エレベーター運行制御及び避難者の行動制

御 

 
 

２．添付資料 

共同研究応募機関概要書 

 

 
３．連絡担当者名及び連絡先 
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共同研究応募機関概要書 

 

１．共同研究の名称 

火災時を対象とした健常者と歩行困難者のインクルーシブなエレベーター避難の実装

に関する研究－火災感知・エレベーター運行制御及び避難者の行動制御 

 

２．申請者名 

申請機関名（正式名称） 株式会社○○○○ 

代表者氏名、役職名  取締役 ○○○○ 

連絡先  住所：〒123-4567 ○○県○○市○○1-2-3 

電話：            、fax：          E-Mail： 

事務担当者氏名（実務事務担当者を記入） ○○○○ 

所属  株式会社○○○○ ○○部○○課 

連絡先  住所：〒123-4567 ○○県○○市○○1-2-3 

電話：             、fax：          E-Mail： 

研究代表者氏名（責任者）○○○○ 

所属  株式会社○○○○ ○○部○○課 

連絡先  住所：〒123-4567 ○○県○○市○○1-2-3 

電話：             、fax：          E-Mail： 

 

３．当該年度の研究概要（当該共同研究での担当項目：貴社が担当したい項目及び内容を記入） 

研究項目 内容 

（１）システム的実装

の検討 

 

（２）基準案の作成  
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４．研究目的（当該共同研究に参加したい理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．当該共同研究に関連する研究開発実績 

研究開発名 

研究費 

概算 

（千円） 

研究 

期間 
成果（主に当該研究に関連するもの） 

特許

の 

有無 

     

     

 

６．当該研究に関わる所有特許等（出願中のものを含む） 

特許等名 取得日 登録番号 概要及び使用実績 

    

    

 ※当該研究に抵触する可能性がある特許については、実施許諾等の取扱について記入 
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７．当該共同研究に係る研究従事者 

役職、氏名 年齢 最終学歴 専門 研究年数 
研究実績及

び資格 

（代表） 

○○部長 ○○○○ 

 

45 

 

○○大学○○学部(S50

卒) 

 

建築材料 

 

20 年 

 

工学博士 

 

○○研究員 ○○○○ 

 

30 

 

○○大学○○学部(H6

卒) 

 

地震工学 

 

3 年 

 

一級建築士 

      

      

      

      

上記以外の研究補助者                  ５人 合計           ７人 
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８．公募条件（必須条件・優位評価）に関する説明 

（共同研究の概要 ６．共同研究者に対する条件、募集する共同研究者数等 参照） 

項目 内容 

必須条件

（１） 

 

必須条件

（２） 

 

必須条件

（３） 

 

必須条件

（４）、

（５） 

 

優位評価 

項目 
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９．共同研究開発関連経費（かっこ内は人件費込） 

実施期間 令和 8年 9 月 1 日 ～  令和 10 年 3 月 31 日（1.5 年間） 

年度別計画額 

（千円） 

令和 8年度 令和 9年度 年度 年度 全体額 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

（  ） 

 

１０．申請者概要 

設 立 年 度：昭和  年  月  日 

資 本 金：        百万円 

総社（職）員数：                    人 

技術社（職）員数：                    人 

           （うち研究職   人） 

業種： 

その他：（系列研究所概要等） 

（過去３年間）   年度   年度   年度 

経常利益（百万円）    

研究開発経費（百万円）    

 

１１．その他 
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